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第１章  総則 

１ 目的 

  この計画は、津波が発生した場合または発生するおそれがある場合の津波災害に対

し、「住民の命を守る」ことを最優先とした、ソフト面の対策を充実させるため、地

震・津波発生直後から津波が終息するまでの概ね数時間から２、３日の間、住民等の

生命及び身体の安全を確保するための避難計画である。 

 

２ 計画の修正 

  この計画について、修正の必要があると認められるときは、これを修正する。 

 

３ 用語の意味 

  この計画において、使用する用語の意味は、次のとおりである。 

(1)  津波浸水想定区域 

想定する津波が陸上に遡上した場合に、浸水が予想される陸域の範囲をいう。 

(2)  避難対象地域 

津波が発生した場合に避難が必要な地域で、新ひだか町が指定するものをいう。 

(3)  避難目標地点 

津波の危険から、生命の安全を確保するための、津波浸水想定区域外の地  

  点をいう。 

(4)  避難路 

避難するための経路で、新ひだか町が指定するものをいう。 

(5)  一時避難場所  

津波の危険から避難するために、津波浸水想定区域外に、新ひだか町が指   

定する一時的な避難場所をいう。 

(6)  避難困難地域 

津波の到達予想時間までに津波浸水想定区域外まで避難することが困難  

な地域をいう。 

(7)  緊急避難施設 

津波浸水想定区域外に逃げ遅れた人が緊急避難する建物で、新ひだか町が  

指定するものをいう。 

 

 

第２章  避難計画 
 

この避難計画は北海道が令和３年７月に設定・公表した、北海道太平洋沿岸（日本海

溝・千島海溝沿い）で発生する地震における津波を対象とした津波浸水予測図の結果及

びシミュレートされた各データを想定し計画する。 
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（※は北海道から示されたもの） 

１ ※津波浸水想定区域の想定 【資料１：津波浸水想定区域】 

地区 世帯数 人口(人) 町名（全部又は一部） 

静内 6,444 11,215 ・静内春立・東静内・静内川合・静内浦和・静内真

歌・静内入船町・静内古川町・静内海岸町１丁目 

・静内木場町・静内駒場・静内東別・静内本町 

・静内青柳町・静内緑町・静内神森・静内吉野町 

・静内御幸町・静内旭町・静内中野町 1丁目 

・静内ときわ町・静内こうせい町・静内山手町 

・静内末広町・静内高砂町 1丁目 

三石 896 1,717 ・三石鳧舞・三石東蓬莱・三石旭町・三石本町 

・三石港町・三石越海町・三石西端・三石美野和 

・三石西蓬莱 

合計    7,340 12,932  

 

 

２ ※津波到達予想時間の設定 

代表地点名 最大津波高(ｍ) 津波第１波到達時間

(分) 

津波影響開始時間

(分) 

三石海浜公園 10.5 25 9 

鳧舞漁港 9.8 24 9 

三石川河口 8.6 24 12 

春立 8.0 24 10 

東静内 11.1 27 13 

静内川河口 7.7 28 10 

≪最大津波高≫津波襲来時の海岸線での最大津波の高さ 

 ≪津波第１波到達時間≫海岸線において第１波の最大到達高さが生じるまでの時間 

≪津波影響開始時間≫地震発生直後の海面（初期水位）に±20cm の変動が生じるま 

での時間。海辺にいる人々の人命に影響が出るおそれがある水 

位変化が生じるまでの時間。 

 

３ 避難対象地域の指定 

  避難対象地域は、津波浸水想定区域とする。 

 

４ 避難目標地点及び避難路の設定等 

  避難対象地域の避難目標地点（一時避難場所を含む）、避難路、避難困難地域、緊

急避難施設等は、次のとおりとする。 
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避難対象地域 避難目標地点 

（一時避難場所） 

避難路 

【資料２】 

避難困

難地域 

緊急避難施設 

【資料３】 

静内東別 

42 世帯 

116 人 

静内東別奥【三石西端】 

 

 

道道西端・春立

線 

（幅員 9.3ｍ） 

― 

 

 

― 

 

 

静内春立 

138 世帯 

258 人 

（元漁神社高台） 

（田海商店裏高台） 

（村田孝和宅裏高台） 

（壁岸宅裏高台） 

（武隈宅裏高台） 

（田中宅裏高台） 

（トウショウ牧場向い

高台） 

壁岸文雄宅向い高台 

静内東別奥【三石西端】 

道道西端・春立

線 

（幅員 9.3ｍ） 

― ― 

東静内 

266 世帯 

488 人 

（金比羅神社裏高台） 

（乳呑神社高台） 

東静内共同墓地 

静内川合奥 

野坂牧場奥 

道道西川・東静

内停車場線 

（幅員 9.6ｍ） 

― ― 

 

 

 

静内川合 

1世帯 

2人 

静内川合奥 

 

 

道道西川・東静

内停車場線 

（幅員 9.6ｍ） 

― 

 

 

― 

 

 

静内浦和 

146 世帯 

174 人 

東静内共同墓地 

有勢内生活館横高台 

静内浦和奥 

静内温泉奥 

浦和本線 

（幅員 11.5ｍ） 

静内温泉線 

（幅員 10.5ｍ） 

― ― 

静内真歌 

3世帯 

7人 

 

 

静内真歌奥 

有勢内生活館横高台 

真歌有勢内線 

(幅員 5.0ｍ) 

― 

 

― 
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避難対象地域 

 

避難目標地点 

（一時避難場所） 

避難路 

【資料２】 

避難困

難地域 

緊急避難施設 

【資料３】 

静内入船町 

64 世帯 

105 人 

静内真歌奥 

 

 

豊畑入船線 

（幅員 7.5ｍ） 

 

― 

 

 

― 

 

 

静内古川町 

265 世帯 

438 人 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

道道平取・静内

線 

（幅員 16ｍ） 

― 静内ｴｸﾘﾌﾟｽﾎﾃﾙ 

ﾎﾃﾙｱﾈｯｸｽｲﾝ 

ﾎﾃﾙﾛｰﾚﾙ 

ﾋﾟｭｱ 

役場(静内庁舎) 

青柳町団地 

緑町団地 

静内海岸町 1

丁目 

27 世帯 

40 人 

静内柏台 本町海岸線 

（幅員 18ｍ） 

本町通線 

（幅員 18ｍ） 

山手通線 

（幅員 16ｍ） 

― 本町団地 

静内木場町 

92 世帯 

157 人 

静内柏台 山手通線 

（幅員 16ｍ） 

― ― 

静内駒場 

77 世帯 

110 人 

 

静内柏台  ― ― 

静内本町 

259 世帯 

405 人 

 

 

 

 

 

静内柏台 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

本町通線 

（幅員 18ｍ） 

山手通線 

（幅員 16ｍ） 

道道平取・静内

線 

（幅員 16ｍ） 

― 本町団地 

静内ｴｸﾘﾌﾟｽﾎﾃﾙ 

ﾎﾃﾙｱﾈｯｸｽｲﾝ 

ﾎﾃﾙﾛｰﾚﾙ 

静内ｼﾃｨﾎﾃﾙ 

御幸町団地 

ﾋﾟｭｱ 

役場(静内庁舎) 
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避難対象地域 

 

避難目標地点 

（一時避難場所） 

避難路 

【資料２】 

避難困

難地域 

緊急避難施設 

【資料３】 

静内青柳町 

646 世帯 

1,082 人 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

道道平取・静内

線 

（幅員 16ｍ） 

― 静内ｴｸﾘﾌﾟｽﾎﾃﾙ 

ﾎﾃﾙﾛｰﾚﾙ 

ﾋﾟｭｱ 

役場(静内庁舎) 

青柳町団地 

緑町団地 

旭町団地 

静内緑町 

841 世帯 

1,460 人 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

道道平取・静内

線 

（幅員 16ｍ） 

― 緑町団地 

旭町団地 

静内神森 

83 世帯 

173 人 

静内目名  ― ― 

静内吉野町 

229 世帯 

354 人 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

道道平取・静内

線 

（幅員 16ｍ） 

― 静内ｴｸﾘﾌﾟｽﾎﾃﾙ 

役場(静内庁舎)

ピュア 

静内御幸町 

577 世帯 

953 人 

 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

静内柏台 

道道平取・静内

線（幅員 16ｍ） 

柏通線 

（幅員 16ｍ） 

― 静内ｴｸﾘﾌﾟｽﾎﾃﾙ 

ﾎﾃﾙﾛｰﾚﾙ 

御幸町団地 

ﾋﾟｭｱ 

役場(静内庁舎) 

静内旭町 

701 世帯 

1,437 人 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

 ― 旭町団地 

静内中野町 

1丁目 

196 世帯 

373 人 

 

 

 

 

 

静内清水丘 

 

第１原条線 

（幅員 9.5ｍ） 

― ― 
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避難対象地域 

 

避難目標地点 

（一時避難場所） 

避難路 

【資料２】 

避難困

難地域 

緊急避難施設 

【資料３】 

静内ときわ町 

406 世帯 

692 人 

静内花園 

静内柏台 

緑高砂通線 

（幅員 16ｍ） 

高砂２丁目中

央線 

（幅員 16ｍ） 

花園１号線 

（幅員 10.5ｍ） 

柏通線 

（幅員 16ｍ） 

 ― ― 

静内こうせい

町  

366 世帯 

694 人 

静内中野町 1丁目奥 

（會澤高圧コンクリー

ト静内工場奥） 

静内清水丘 

道道平取・静内

線(幅員 16ｍ) 

第１原条線 

（幅員 9.5ｍ） 

―    ― 

静内山手町 

451 世帯 

729 人 

静内柏台 柏通線 

（幅員 16ｍ） 

― ― 

静内末広町 

330 世帯 

568 人 

静内柏台  ― ― 

静内高砂町 1

丁目 

238 世帯 

400 人 

静内柏台 

静内花園 

静内清水丘 

柏通線 

（幅員 16ｍ） 

高砂２丁目中

央線 

（幅員 16ｍ） 

花園１号線 

（幅員 10.5ｍ）

第１原条線 

（幅員 9.5ｍ） 

― ― 

三石鳧舞 

108 世帯 

216 人 

 

 

（鳧舞共同墓地） 

（旧みついし温泉） 

本桐奥 

 ― ― 
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避難対象地域 

 

避難目標地点 

（一時避難場所） 

避難路 

【資料２】 

避難困

難地域 

緊急避難施設 

【資料３】 

三石東蓬莱 

52 世帯 

95 人 

（ベセワキ地区神社高

台） 

三石東蓬莱高台 

本町本桐線 

（幅員 7.5ｍ） 

 

― ― 

三石旭町 

284 世帯 

523 人 

三石旭町高台 旭町３号線 

（幅員 5.5ｍ） 

― ― 

三石本町 

226 世帯 

437 人 

 

（知恩寺広場） 

（三石神社境内） 

三石本町高台 

三石旭町高台 

三石小学校線 

（幅員 7.5ｍ） 

旭町３号線 

（幅員 5.5ｍ） 

― ― 

三石港町 

115 世帯 

220 人 

（伊藤佳一宅裏高台） 

（中村義道宅裏高台） 

（中村勝之宅裏高台） 

（池田肇宅裏高台） 

（知恩寺広場） 

（三石神社境内） 

 ― ― 

三石越海町 

38 世帯 

83 人 

（荷ノ越川河川横高台） 

（木島明美宅裏高台） 

 ― ― 

三石西端 

1世帯 

1人 

アベドライブイン奥 

静内東別奥【三石西端】 

西端４号線 

（幅員 2.5ｍ）

道道西端・春立

線 

（幅員 9.3ｍ） 

― ― 

三石美野和 

57 世帯 

117 人 

本桐市街地方面 

浦河方面 

美野和中央線 

（幅員 8.0ｍ） 

― ― 

三石西蓬莱 

15 世帯 

25 人 

三石豊岡奥 

三石旭町高台 

道道富沢日高

三石停車場線 

（幅員 7ｍ） 

旭町西蓬莱線 

（幅員 5.5ｍ） 

― ― 
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第３章 初動体制 

  １ 災害応急体制 

 災害の発生が予想される場合または災害が発生した場合、災害応急対策を迅速かつ 

的確に実施するため、新ひだか町地域防災計画第２章「防災組織」に基づく、配備体 

制をとるものとする。 

 

（1） 配備基準 

区分 体制 配備基準 配備内容 

災害対策

本部の設

置前 

準備体制 

（第１配備） 

１ 町内に震度４の地震が発

生したとき 

２ 沿岸に「津波注意報」が発

表されたとき 

災害の状況等により

必要と認める人員

で、更に次の配備に

移れる体制 

警戒体制 

（第２配備） 

１ 町内に震度５弱の地震が

発生したとき 

２ 沿岸に「津波警報」が発表

されたとき 

災害の状況等により

必要と認める人員

で、災害の発生と同

時にそのまま非常活

動が開始できる体制 

災害対策

本部の設

置後 

非常体制 

（第３配備） 

１ 町内に震度５強以上の地

震が発生したとき 

２ 沿岸に「大津波警報」が発

表されたとき 

災害の状況等により

それぞれの災害応急

活動ができる体制 

備考：災害の規模及び特性に応じ、上記基準によりがたいと認められる場合において 

  は、臨機応変の配備体制を整えるものとする。  

（2） 連絡・参集体制 

    平常執務時及び休日または退庁後の配備体制の伝達系統は、【資料４】とする。 

 

２ 津波情報等の収集・伝達 

（1） 津波情報等の収集 

地震発生後の津波襲来監視については、現地での監視にあたる職員の安全を十

分確保した監視体制のもと実施する。また、気象庁等が発表する潮位観測情報も

活用する。 

監視等位置 区分 実施機関 

静内漁港を眺望する高台 海面監視 新ひだか町 

春立漁港を眺望する高台 海面監視 新ひだか町 

三石漁港を眺望する高台 海面監視 新ひだか町 
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 (2) 津波情報等の伝達   

 津波情報等の伝達系統及び伝達方法は、次のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・消防機関は「大津波警報」が発表された場合には、防災行政無線を活用し、直ちにサ
イレンを吹鳴するものとする。（３秒吹鳴（２秒休止）×３回） 

・新ひだか町から一般住民等に対しての周知・伝達は、防災行政無線及び携帯電話等

のエリアメール、緊急速報メールを活用し伝達を図る。 

第４章 避難指示の発令 

津波被害の切迫した危険から住民等を安全な場所へ避難させるため、避難指示を発令

する。 

 

１ 発令基準 

種 別 基          準 

（自主避難） ・強い地震（震度４程度以上）を感じたとき、または弱い揺れであって

も長い時間ゆっくりとした揺れを感じた時で必要と認められる場合 

避難指示 

 

・「津波注意報」が発表されたとき 

(パトカーにて広報) 

ＮＨＫ報道局 

北海道 日高振興局 

漁 船 

北海道電力(株) 

北海道総合通信局 

日本赤十字社 

北海道支部 

ＮＴＴ東日本 

ＮＴＴ西日本 

(防災無線・消防車等) 

(防災無線・広報車) 

室蘭建設管理部 
門別出張所 

浦河出張所 

 

新ひだか町 

消防機関 

住 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

民 

警察庁本庁 静内警察署 
 交 番 

通行車両 北海道開発局 

ひだか漁業

協同組合 

室蘭地方気象台 関係機関 

気
象
庁
・
大
阪
管
区
気
象
台 

消
防
庁 

Ｊ-ＡＬＥＲＴ 

第一管区 

海上保安本部 
浦河 

海上保安署 

浦河 

道路事務所 
室蘭 

開発建設部 

札
幌
管
区
気
象
台 

北海道警察本部 
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避難指示 

・「津波警報」が発表されたとき 

・津波による家屋の破壊、浸水等の恐れがあり、付近住民に生命の危険

が認められるとき 

・「大津波警報」が発表されたとき 

・津波による家屋の破壊、浸水等の恐れがあり、付近住民に生命の危険

が目前に切迫しているとき 

 

２ 発令者・発令時期 

 緊急避難を必要と認めた場合、次の者は避難指示を行う。 

（1） 町長 

     避難が必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立 

退きを指示することができる。 

 （2）知事 

    災害の発生により町がその全部または大部分の事務を行うことができなくなっ 

たときは、町長に代わって実施しなければならない。 

（3）警察官または海上保安官 

町長が避難のための立退きを指示することができないと認めるとき、または町  

長から要求があったときは、避難のための立退きを指示することができる。 

また警察官は、人の生命若しくは身体に危険を及ぼし、又は財産に重大な損害を

及ぼす恐れがある場合、及び特に急を要する場合については、必要な措置をとるこ

とができる。 

３ 伝達方法 

  津波に関する情報は、防災行政無線（サイレン吹鳴含む。）及び携帯電話等のエリア 

メール、緊急速報メールを活用し伝達する。なお、町及び消防機関、警察署の広報車 

による巡回等については、津波警報の発令及び津波の到達時間の状況に応じ実施する。 

 

第５章 津波対策の教育・啓発 

 町は道、防災関係機関、教育委員会、自治会、自主防災組織、事業所等の自衛消防組

織等と協力して、津波に関する防災上の必要な防災教育及び避難意識向上のための啓発

を行い、津波に対する防災意識の向上を図る。 

 

１ 職員に対する教育 

  町及び防災関係機関は、災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震・津波が 

発生した場合における災害応急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行う。 

また、町職員として備えておくべき防災知識や心構えなどを確実に習得させるため、 

各種の研修等を通じて防災教育を行う。 
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２ 住民等に対する教育と啓発 

  津波発生時においては原則、住民等は自らが「自分の命は自分で守る」という意識 

と行動が重要であることから、町は道や防災関係機関と連携して、住民等が的確な判 

断に基づき行動できるよう、津波に対する正しい知識を知り、災害に遭遇した時の対 

応の仕方など、いざという時に役立つ防災知識の普及を図る。 

 

３ 児童、生徒等に対する教育 

  教育委員会は児童、生徒に対し、学校教育を通じて、学年に応じた津波に関する知 

識や避難の方法等、津波防災教育の推進を図る。 

 

４ 防災上重要な施設の管理者に対する教育 

  町は道や防災関係機関と連携し、防災上重要な施設の管理者に対する教育の実施に 

配慮するものとし、防災上重要な施設の管理者は、町等が実施する研修に参加するよ 

う努める。 

  

５ 自動車運転者に対する教育・広報 

  町は道及び北海道警察と連携し、運転免許証更新時等の各種講習や広報誌等により、 

地震発生時における自動車運転者がとるべき事項に係る教育・広報の推進を図る。 

  

６ 自主防災組織の育成 

  大きな災害ほど、住民は「自らの命（地域）は自ら守る」という防災の原点に立っ 

て、自ら災害に備えるとともに、自発的に地域の防災活動に寄与することが求められ 

る。 

地域住民がお互いに助け合い、協力しながら円滑に防災活動を行うため、町は自治 

会等を単位とする自主防災組織の結成促進に努める。 

 

第６章 津波避難訓練の実施 

１ 避難訓練の実施 

  町及び防災関係機関等は、円滑な避難と津波対策の問題点の検証を行うために毎年、 

津波避難訓練を含めた防災訓練を実施するよう努め、訓練時においては、訓練内容、 

方法及び問題点の検証を行う。実施時期については、避難行動に支障をきたすと考え 

られる冬期・夜間等の実施についても配慮する。 

    

２ 避難訓練の内容 

  町は道、防災関係機関、自治会、自主防災組織等と連携して、住民等の避難訓練の 

ほか次のような具体的かつ実践的な訓練を実施する。 
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（1） 職員参集訓練及び本部運営訓練 

（2） 災害時要支援者等に対する避難誘導訓練 

（3） 津波警報時等の住民等への情報伝達及び被害情報収集訓練 

（4） 必要な情報（災害の状況、避難状況等）に関する道及び防災関係機関への伝達 

訓練 

第７章 積雪・寒冷地対策 

 異常降雪等により予想される豪雪、暴風雪、なだれ等に対する避難対策は、新ひだか

町地域防災計画第４章第１節第９「雪害の予防」に基づき、防災関係機関がそれぞれ連

携を図りながら、次のとおり行う。  

 

 

１ 関係機関との連携 

内   容 担     当 

１ 気象情報の収集 総務課 

２ 交通、通信、送電の確保 建設課、胆振総合振興局室蘭建管理部門別出張

所・浦河出張所、室蘭開発建設部浦河道路事務所、 

静内警察署、ＮＴＴ東日本(株)北海道支店、北海

道電力ネットワーク(株) 

３ なだれ防止 建設課、農政課、水産林務課、胆振総合振興局室

蘭建管理部門別出張所・浦河出張所、室蘭開発建

設部浦河道路事務所 

４ 排雪 建設課、胆振総合振興局室蘭建管理部門別出張

所・浦河出張所、室蘭開発建設部浦河道路事務所 

５ 積雪時における消防対策 消防機関 

６ 孤立地域に対する対策 総務課 

７ 雪に強いまちづくりの推進 建設課、総務課、福祉課 

８ 寒冷対策の推進 総務課、福祉課、生活環境課 

 

２ 気象情報の収集 

  気象官署の発する予警報及び情報等を収集するとともに、必要な警戒体制を整えて、

雪害に対処するものとする。 

 

３ 冬期道路交通の確保 

  各防災関係機関が所管する道路の除雪体制を確認し、積雪期における避難路、避難 

所の確保に努める。 
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４ 避難環境の確保 

  町は、避難所を開設した場合には当該避難所に必要な設備及び資機材の配備、食料

等生活必需品の調達、確保並びに職員の派遣を行う。特に冬期における暖房等の避難

生活環境の確保について配慮するものとし、被災者及び避難者に対する防寒用品の整

備、備蓄に努める。 

  

５ 緊急通信ネットワークの確保 

 有線電話による通信手段が途絶した場合における被害状況の把握や災害対策につ 

いては、新ひだか町地域防災計画第３章第１節第８「情報通信の整備」に定めるとこ 

ろによる。 

      

６ 雪崩対策 

  関係機関は、住民に被害を及ぼすおそれのある雪崩発生予想箇所を把握し地域住民 

に周知するなど必要な措置を講じ、緊急点検体制、応急対策の実施方法、避難所への 

適切な避難誘導等の確認をする。  

 

７ 救助・救出体制の強化 

  冬期間の降雪時に災害が発生した場合における救助、救出を想定し、防災関係機関 

の体制や窓口、除雪機械の緊急出動要請手順等の確認を行う。 

第８章 その他の留意点 

１ 観光客等の避難対策 

  観光客等の避難誘導については、観光協会等を通じてホテル、旅館などに防災マッ 

プを配布し、観光客等へ周知する。また、自主防災組織及び事業所等の自衛消防組織 

は、避難指示があった場合には、あらかじめ定めた避難計画及び災害対策本部等の指 

に従い、住民、従業員、入場者等の避難誘導のため必要な措置をとるものとする。 

 

２ 災害時要支援者の避難対策 

  町は災害時要支援者の現状把握に努めるとともに、避難支援者における安全策を含 

めた避難対策を講じる。 

（1） 安否の確認 

災害時要支援者の安否の確認については、避難支援者や自治会、自主防災組織、 

民生委員、児童委員及びボランティアの協力のもと速やかに行うよう努める。 

（2） 避難支援 

災害時要支援者の避難誘導や救助にあたっては、津波到達予想時間等を考慮し

ながら、安全かつ迅速に避難できるよう努める。    
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　　　　　　　静内市街地　避難路

　　【資料２】

緑高砂通線

道道平取静内線

第１原条通線
花園１号線

高砂２丁目中央線

柏通線

山手通線

本町通線

本町海岸線



　　　　　　　静内市街地　緊急避難施設

　　【資料３】

役場静内庁舎

ピュア

道営静内御幸町団地

本町団地

静内シティホテル

ホテルアネックスイン 青柳町団地1号棟

青柳町団地2号棟

青柳町団地3号棟

青柳町団地4号棟

ホテルローレル

静内エクリプスホテル

緑町団地Ａ棟

緑町団地Ｂ棟

緑町団地Ｃ棟

旭町団地Ｂ棟

旭町団地Ａ棟

旭町団地Ｃ棟



 

【資料４】 
 
 
別表４ 伝達系統図 
  
 災害・気象予報警報 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 
 

 

本 部 長 
（町  長 ） 

 

 

総 務 部 
(総務部長) 

総 務 班 
（総務課長） 

 

管 財 班 
(契約管財課長) 

 

副 本部長 
（副町長） 

 

 

保健福祉部 
(保健福祉部長) 

 

救援救護班 
(福祉課長) 
(生活環境課長) 

(兼契約管財課長 ) 
（兼税務課長）  

 

保健衛生班 
(兼 生活環境課長） 

 

産業建設部 
(産業建設部長) 

 

 

建設土木班 
（建設課長） 

 

まちづくり推進班 

（まちづくり推進課長） 

 

農林 水産班 
（兼 農政課長） 

（兼 水産林務課長） 

(農業委員会 

事務局長) 

 

文 教 部 
（教育部長） 

 

 

 

文教学務班 
（管理課長） 

 

 

教育施設班 
（各施設長） 

(生涯学習課長) 

(文化振興課長) 
 

  

地方本部長 
(地域振興部長) 

要配慮者支援班（地域振興課長）  

地域対策班（地域振興課長、農政課長、

水産林務課長、兼 町立病院事務長、兼 生

涯学習課長、兼 農業委員会事務局長） 

教育施設班（各施設長、兼 生涯学習課

長、兼 文化振興課長） 

会 計 班 
(会計管理者) 

調 査 班 
（税務課長） 

連絡調整班 
（企画課長） 

 

議 会 班 
(議会事務局長 ) 

 

 食料供給班 
(給食センター長) 

 

 

総 務 課 

防 災 係 

 

 

総 務課長 

 

健康推進班 
(健康推進課長) 

 

町立病院班 
(事務長) 

 

 

教 育 長 

 

勤 務 時 間 外 

新ひ だか町役 場 

警 備 員 

総務課男性職員 

日 高 振 興 局 

ＮＴＴ東日本 

仙台センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 

 

幹 

 

・ 

 

主 

 

査 

 

職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全 

 

 

 

職 

 

 

 

員 

第１配備 第２ 

配備 

第３ 

配備 

 

総 務 部 
( 総 務 部 長 ) 

 

 

上 下 水 道 班 
（上下水道課長） 

 

 

要配慮者支援班 

(地域包括支援センター長) 

(兼 健康推進課長) 

 


